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知多市告示第４８号 

 知多市民間保育所等運営事業補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和７年３月３１日 

                        知多市長 宮 島 壽 男  

 

   知多市民間保育所等運営事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 知多市民間保育所等運営事業補助金（以下「補助金」という。）は、児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３５条第４項の規

定により、児童福祉施設として設置された民間の保育所、法第６条の３第１０項

に規定する施設である小規模保育事業所及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項

に規定する幼保連携型認定こども園（以下「民間保育所等」という。）における

保育事業の円滑な運営を図るため、予算の範囲内において民間保育所等の代表者

に交付するものとし、その交付に関しては、知多市社会福祉法人の助成に関する

条例（昭和５３年知多市条例第２３号）及び知多市補助金等交付規則（平成４年

知多市規則第２１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の

定めるところによる。 

 （補助の対象及び補助金の額） 

第２条 市長は、前条に規定する事業（以下「補助事業」という。）の実施に必要

な経費のうち、補助金の交付の対象として認める経費（以下「補助対象経費」と

いう。）について補助金を交付する。 

２ 補助事業の内容、補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただ

し、その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 （交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、知多市民間保育所等運営事業補助金

交付申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて、別に定める期日
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までに市長に提出しなければならない。 

 (1) 人件費に係る書類で次に掲げるもの 

  ア 人件費補助金算出調書（第２号様式） 

  イ 人件費年額算出調書（第３号様式） 

  ウ 保育所等運営に係る事業計画書 

  エ 収支予算書 

 (2) 管理費補助金算出調書（第４号様式） 

(3) 小規模整備費に係る書類で次に掲げるもの 

  ア 小規模整備費補助金算出調書（第５号様式） 

  イ 小規模整備費事業計画調書（第６号様式） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （決定の通知） 

第４条 市長は、交付の決定をしたとき及びこれに条件を付けたときは、速やかに

知多市民間保育所等運営事業補助金交付決定通知書（第７号様式）により、その

決定の内容及びこれに付けた条件を申請者に通知するものとする。 

 （申請の取下げ） 

第５条 規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、交付決定の通知を受け

た日から３０日以内とし、その旨を記載した書面を市長に提出しなければならな

い。 

 （状況報告） 

第６条 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の遂行の

状況に関し、報告を求められたときは、速やかに市長に報告しなければならない。 

 （計画変更の承認） 

第７条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ知

多市民間保育所等運営事業補助金計画変更申請書（第８号様式）を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。ただし、補助金の額を変更せず、かつ、次に

掲げる変更であるときは、変更内容を記載した書面の提出をもって承認したもの

とみなす。 

 (1) 経費の配分の変更が、経費の能率的使用に資するものであり、かつ、補助目
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的の達成に支障がないと認められる場合であって、経費の目的の実質的変更が

なく、当該経費の２０パーセント以内の変更 

 (2) 補助目的達成のための弾力的運用に伴う事業内容の変更 

 (3) 補助目的を損なわない事業計画の細部の変更 

 （変更決定の通知） 

第８条 市長は、計画変更を承認したときは、速やかに知多市民間保育所等運営事

業補助金変更交付決定通知書（第９号様式）により、補助事業者に通知するもの

とする。 

 （補助事業遅延の報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了することができないと見込ま

れる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、その理由が明らかとなる事

由を記載した書面を市長に提出し、その指示を受けなければならない。 

 （実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了した日から起算して３

０日を経過した日又は翌年度の４月３０日のいずれか早い期日までに、知多市民

間保育所等運営事業補助金実績報告書（第１０号様式）に、次の各号に掲げる補

助事業について、当該各号に規定する書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

(1) 人件費 次に掲げる書類 

  ア 人件費補助金精算調書（第１１号様式） 

  イ 人件費年額実績調書（第１２号様式） 

  ウ 収支決算（見込み）書 

(2) 管理費 次に掲げる書類 

  ア 管理費補助金精算調書（第１３号様式） 

  イ 管理費の用途に関する調書（第１４号様式） 

(3) 小規模整備費 小規模整備費補助金精算調書（第１５号様式） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （額の確定等） 

第１１条 市長は、交付すべき補助金の額を確定したときは、知多市民間保育所等
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運営事業補助金確定通知書（第１６号様式）により補助事業者に通知するものと

する。 

 （交付） 

第１２条 補助金は、額の確定後に交付する。ただし、規則第１８条第２項の規定

により概算払又は前金払をすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、知多

市民間保育所等運営事業補助金交付請求書（第１７号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。 

 （財産処分の制限） 

第１３条 規則第２３条ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められている期間

又はそれに準ずるものと認められる期間とする。 

 （監査及び指導） 

第１４条 市長は、補助金の適正な管理及び執行を確認するため、補助事業者に対

し、当該年度の１月に次の事項について監査及び指導を行うものとする。 

(1) 補助金の用途に係る事項 

(2) 職員の処遇、任用等に係る事項 

(3) 保育指導に係る事項 

 （委任） 

第１５条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

の規定に基づき、現に補助金の交付の決定を受けた補助事業に係る規定について

は、同日後も、なおその効力を有する。 
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別表（第２条関係） 

補助の対象及び補助金の額 

補助事業の内容 補助対象経費 補助金の額 

１ 人件費 

 (1) 長時間保育費 

 

 

 (2) 国庫補助金等

間接的補助金 

 

 長時間保育を行う場合に要する人件

費。ただし、市の配置基準を超えて雇用し

た保育士等の人件費は補助対象外とする。 

 国庫補助金等により間接的に補助が受

けられる場合であって、保育水準を維持す

るために必要と認める人件費 

 補助対象経費の

全額 

２ 管理費  長時間保育を行う場合に要する管理費

（長時間保育利用児童数に市が定める１

人当たりの管理費を乗じた額） 

 その他、国庫補助金等により間接的に補

助が受けられる場合であって保育に要す

る経費 

補助対象経費の

全額 

３ 小規模整備費  施設の最低基準を維持するために必要

と認める施設整備に要する経費 

補助対象経費の

１０分の９以内 

４ 保育環境改善等

事業 

感染症対策のための改修整備等事業 

国要綱に基づく保育環境改善等事業

のうち感染症対策のための改修整備等

事業に要する経費 

 国要綱に基づく

基準額 

５ 保育所等業務効

率化推進事業（保

育所におけるＩＣ

Ｔ化推進等事業） 

国要綱に基づく保育環境改善等事業の

うち保育所等における業務のＩＣＴ化を

行うためのシステム導入に要する経費 

１ 保育に関する計画・記録に関する機

 能 

２ 園児の登園及び降園の管理に関する

国要綱に基づく

基準額 
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機能 

３ 保護者との連絡に関する機能 

備考  

１ 補助事業に係る寄付金その他の収入額がある場合は、当該収入額を控除する。 

２ 小規模保育事業所における人件費、管理費及び小規模整備費は、補助事業から除

外するものとする。 
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第１号様式（第３条関係） 

知多市民間保育所等運営事業補助金交付申請書 

  年  月  日  

 知多市長        様 

 申請者 住    所            

     氏名又は名称            

          電 話 番 号            

 

     年度において民間保育所等運営事業（     ）を行うため、次のとお

り知多市民間保育所等運営事業補助金の交付を申請します。 

 

交 付 申 請 額 円   

補 助 事 業 の 目 的 
 

補 助 事 業 の 内 容 
 

事 業 期 間       年  月  日から      年  月  日まで 

総 事 業 費 円   

補 助 対 象 経 費 円   

添 付 書 類 

 

備考 添付書類は、補助事業に関する次の事項を明らかにしなければならない。 

  (1) 経費の配分、経費の使用方法、補助事業の効果その他補助事業の遂行に関す

  る計画 

  (2) 経費のうち補助金によって賄われるもの以外の部分の負担者、負担額及び負

  担方法 

  (3) 補助事業に関して生ずる収入に関する事項 



 

 

第２号様式（第３条関係）

１　補助対象経費等

備考　補助対象経費は、千円未満を切り捨てること。

２　保育所等入所児童数及び職員配置状況表（４月１日現在）

備考 １　入所児童数に対する国基準必要保育士等の数欄は、国が定める基準等により算出した常勤職員の人数を記入すること。

２　入所児童数に対する市基準必要保育士等の数欄は、市が定める基準等により算出した常勤職員の人数を記入すること。

３　現員欄は、処遇改善等加算Ⅰにおける算定対象者の人数を記入すること。

補助対象経費

総事業費

(１＋２－３)

１ ２ ３

長時間保育担当
保育士等雇用費

補助事業名
施設名

国庫補助金等
間接的補助費

長時間保育費

（　　　　　　）(第３号様式Ａの合計)

人件費補助金算出調書

（単位：円）

寄付金その他
の収入額

（単位：人）

利用定員

入所児童数
入所児童数に対する

国基準必要保育士等の数
入所児童数に対する

市基準必要保育士等の数
現          員

０歳児
１・２
歳児

３歳児
４　歳
以上児

計 施設長 保育士
調理
員等

計 施設長 保育士
調理
員等

計 施設長 保育士
調理
員等

計

－
 

８
 

－
 



 

 

第３号様式（第３条関係）

１　長時間保育担当保育士等雇用費算出調書（保育標準時間認定利用時間（１１時間）内における長時間保育）

～

～

(ｱ) (ｲ) (ｳ) (ｴ)

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

合計 Ａ

人件費年額算出調書

長時間保育を行う時間 ～

「長時間保育を行う時間」に利用す
る

保育短時間認定を受ける児童数
（人）

保育標準時間認定利用時間（１１時間）

保育短時間認定利用時間（８時間）

月

保育標準時間認定を受ける児童数
（人）

０
歳
児

必要保育士数
（人）

４
歳
以
上
児

小
計

０
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

 長時間保育担当
 保育士等雇用費

((ｲ)/((ｱ)＋(ｲ)))×
((ｳ)×(ｴ)×利用時間

×市が定める時間単価)

小
計

保育
実施
日数

小
計

０
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－
 

９
 
－

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

－
 
１
０

 
－

 

２　長時間保育担当保育士等雇用費算出調書（保育標準時間認定利用時間（１１時間）を超える長時間保育）

(ｱ) (ｲ) (ｳ) (ｴ)

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

合計 Ａ

保育標準時間認定利用時間（１１時間） ～

保育短時間認定を受ける児童数
（人）

保育標準時間認定を受ける児童数
（人）

「長時間保育を行う時間」に利用する児童数

長時間保育を行う時間 ～

４
歳
以
上
児

小
計

保育
実施
日数

２
歳
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

小
計

０
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

月

 長時間保育担当
 保育士等雇用費

((ｳ)×(ｴ)×利用時間
×市が定める時間単価)

０
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

必要保育士数
（人）

４
歳
以
上
児

小
計

０
歳
児

１
歳
児
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第４号様式（第３条関係） 
  

     
管理費補助金算出調書 

     

施設名 月 

市が定める 

管理費単価 

（円） 

長時間保育 

利用児童数 

（人） 

金 額 

（円） 

  

４月       

５月       

６月       

７月       

８月       

９月       

10 月       

11 月       

12 月       

１月       

２月       

３月       

総事業費（合計）     

補助対象経費（総事業費の千円未満切捨て）   
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第５号様式（第３条関係） 

小規模整備費補助金算出調書 

 

施  設  名 工  事  名 
総 工 事 費 

（円） 
補助対象経費 

（円） 
補助金額 
（円） 

     

合 計 

   

 備考 補助金額は、補助対象経費×９／１０以内とし、千円未満切捨てとする。 
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第６号様式（第３条関係） 

小規模整備費事業計画調書 

 

１ 施設の名称等 

施 設 名 設置経営主体 所        在        地 

   

 

２ 整備の概要（目的、効果等を具体的に記入すること。） 

 

 

３ 工事費内訳 

工  事  名 内      容 
金      額 

（円） 
備      考 

    

合 計   

 

４ 施行計画 

  着手     年  月  日 

  完了     年  月  日 

 

５ 添付書類 

 (1) 整備計画平面図、配置図及び見積書（契約書） 

 (2) 整備予定箇所の写真 
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第７号様式（第４条関係） 

知多市民間保育所等運営事業補助金交付決定通知書 

知多市 指令 第   号  

  年  月  日  

             様 

知多市長          印  

 

     年  月  日付けで交付申請のあったことについては、次のとおり交

付決定したので、知多市民間保育所等運営事業補助金交付要綱第４条の規定により

通知します。 

 

補 助 事 業 の 名 称 
 

交 付 決 定 額 円   

交 付 の 条 件 
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第８号様式（第７条関係） 

知多市民間保育所等運営事業補助金計画変更申請書 

  年  月  日  

 知多市長        様 

 申請者 住    所              

     氏名又は名称              

          電 話 番 号              

 

     年  月  日付け知多市 指令 第   号で交付決定を受けた事業

について、計画を変更したいので、次のとおり申請します。 

 

補 助 事 業 の 名 称 
 

変更後の補助金額 円   

計 画 変 更 の 理 由 

 

 

 

 

計 画 変 更 の 内 容 

 

 

 

 

備考 「計画変更の内容」欄は、交付申請書に記載した事項又は添付書類に記載し

た事項について、変更前と変更後が比較対照できるように記載しなければなら

ない。 
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第９号様式（第８条関係） 

知多市民間保育所等運営事業補助金変更交付決定通知書 

知多市 指令 第   号  

  年  月  日  

             様 

知多市長          印  

 

     年  月  日付け計画変更申請書により、    年  月  日付

け知多市 指令 第   号で通知した交付決定について次のとおり変更決定した

ので、知多市民間保育所等運営事業補助金交付要綱第８条の規定により通知します。 

 

補 助 事 業 の 名 称 
 

変 更 交 付 決 定 額 円   

交 付 の 条 件 

 

 

 

 



 

 － １７ －  

第１０号様式（第１０条関係） 

知多市民間保育所等運営事業補助金実績報告書 

  年  月  日  

 知多市長        様 

 申請者 住    所              

     氏名又は名称              

          電 話 番 号              

 

     年  月  日付け知多市 指令 第   号で補助金の交付決定を受

けた事業が完了したので、次のとおり報告します。 

 

補 助 事 業 の 名 称 
 

交 付 決 定 額 円   

実 施 期 間 
 

 

添 付 書 類 

 

 

 



 

 

第１１号様式（第１０条関係）

１　補助対象経費等

備考　補助対象経費は、千円未満を切り捨てること。

２　保育所等入所児童数及び職員配置状況表（４月１日現在）

備考 １　入所児童数に対する国基準必要保育士等の数欄は、国が定める基準等により算出した常勤職員の人数を記入すること。

２　入所児童数に対する市基準必要保育士等の数欄は、市が定める基準等により算出した常勤職員の人数を記入すること。

３　現員欄は、処遇改善等加算Ⅰにおける算定対象者の人数を記入すること。

利用定員

０歳児
１・２
歳児

施設名

１ ２

補助事業名

総事業費

国庫補助金等
間接的補助費

(１＋２－３)

補助対象経費

長時間保育費

３

寄付金その他
の収入額

３歳児

（単位：円）

(第１２号様式Ｂの合計) (　　　　　　 )

交付決定済額長時間保育担当
保育士等雇用費

計

入所児童数
入所児童数に対する

国基準必要保育士等の数

計 施設長 保育士
４　歳
以上児

調理
員等

計

人件費補助金精算調書

（単位：人）

入所児童数に対する
市基準必要保育士等の数

現          員

施設長 保育士
調理
員等

計 施設長 保育士
調理
員等

 

－
 

１
８
 
－

 



 

 

第１２号様式（第１０条関係）

１　長時間保育担当保育士等雇用費実績調書（保育標準時間認定利用時間（１１時間）内における長時間保育）

～

～

(ｱ) (ｲ) (ｳ) (ｴ)

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

合計 Ｂ

４
歳
以
上
児

小
計

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

小
計

保育
実施
日数

月

保育標準時間認定を受ける児童数
（人）

「長時間保育を行う時間」に利用す
る

保育短時間認定を受ける児童数
（人）

必要保育士数
（人）

 長時間保育担当
 保育士等雇用費

((ｲ)/((ｱ)＋(ｲ)))×
((ｳ)×(ｴ)×利用時間

×市が定める時間単価)
０
歳
児

０
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

小
計

０
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

人件費年額実績調書

保育短時間認定利用時間（８時間）
長時間保育を行う時間 ～

保育標準時間認定利用時間（１１時間）

－
 

１
９
 

－
 



 

 

 

   

－
 
２
０

 
－

 

２　長時間保育担当保育士等雇用費実績調書（保育標準時間認定利用時間（１１時間）を超える長時間保育）

(ｱ) (ｲ) (ｳ) (ｴ)

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

合計 Ｂ

１
歳
児

～

月

「長時間保育を行う時間」に利用する児童数

必要保育士数
（人）  長時間保育担当

 保育士等雇用費

((ｳ)×(ｴ)×利用時間
×市が定める時間単価)

保育標準時間認定を受ける児童数
（人）

保育短時間認定を受ける児童数
（人）

０
歳
児

１
歳
児

長時間保育を行う時間 ～ 保育標準時間認定利用時間（１１時間）

２
歳
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

小
計

０
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

小
計

０
歳
児

１
歳
児

２
歳
児

３
歳
児

４
歳
以
上
児

小
計

保育
実施
日数



 

 － ２１ －  

 

第１３号様式（第１０条関係） 
  

     
管理費補助金精算調書 

     

施設名 月 

市が定める 

管理費単価 

（円） 

長時間保育 

利用児童数 

（人） 

金 額 

（円） 

  

４月       

５月       

６月       

７月       

８月       

９月       

10 月       

11 月       

12 月       

１月       

２月       

３月       

総事業費（合計）     

補助対象経費（総事業費の千円未満切捨て）   



 

 － ２２ －  

第１４号様式（第１０条関係） 

管理費の用途に関する調書 

 

支 出 名 称 支    出    内    容 
金    額 

（円） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合    計  



 

 － ２３ －  

第１５号様式（第１０条関係） 

小規模整備費補助金精算調書 

１ 施設の名称等 

施  設  名 設置経営主体 所       在       地 

   

 

２ 工事費精算書 

工事名 内  容 工 期 

総事 

業費 

（円） 

補助 

対象 

経費 

（円） 

補助 

金額 

（円） 

交付 

決定 

済額 

（円） 

       

合 計  
   

備考 補助金額は、補助対象経費×９／１０以内とし、千円未満切捨てとする。 

 

３ 添付書類 

 (1) 支払調書の写し（原本証明をすること） 

 (2) 平面図及び配置図 

 (3) 竣工写真（竣工前の写真及び竣工後の写真） 



 

 － ２４ －  

第１６号様式（第１１条関係） 

知多市民間保育所等運営事業補助金確定通知書 

知 発第   号  

  年  月  日  

             様 

知多市長          印  

 

     年  月  日付けで実績報告のあった補助事業については、次のとお

り補助金の額を確定したので、知多市民間保育所等運営事業補助金交付要綱第１１

条の規定により通知します。 

 

補助事業の名称 
 

交 付 決 定 額 円   

確 定 額 円   



 

 － ２５ －  

第１７号様式（第１２条関係） 

知多市民間保育所等運営事業補助金交付請求書 

  年  月  日  

 知多市長        様 

 申請者 住    所              

     氏名又は名称              

          電 話 番 号              

 

     年  月  日付け       第  号で補助金の交付決定又は補

助金額の確定を受けた事業について、次のとおり請求します。 

 

補 助 事 業 の 名 称 
 

請 求 金 額 円   

交 付 決 定 

又 は 確 定 額 
円   

上記のうち受領済額 円   

振 込 口 座 

金融機関名 
 

店   名 
 

預金の種類 
 

口座番号 
 

フ リ ガ ナ  

口座名義人  

 


